
 
 

論文 超高強度材料を用いた鉄筋コンクリート造柱梁接合部に関する実験

的研究 
 

傳野 悟史*1・菊田 繁美*1・濱田 聡*2・竹中 啓之*1 

 

要旨：柱に設計基準強度 200 および 150N/mm2 の超高強度コンクリート，梁に 100 および 60N/mm2の高強度

コンクリート，梁主筋に SD590 材を用いた柱梁部分架構の履歴性状および破壊性状を確認するため，一定軸

力下における静的加力実験を行った。試験体は鉄筋コンクリート建物のアウトフレームを対象とした片側直

交梁付十字形およびト形の約 1/2 縮尺模型である。実験の結果，柱梁部分架構は層間変形角 1/20rad.において

も急激な耐力低下をしなかった。梁の降伏変形の算定には菅野式を修正する必要があること，梁の履歴モデ

ルに武田モデルを用いる場合は除荷剛性パラメータを適切に評価する必要があることを示した。 

キーワード：高強度材料，高強度コンクリート，高強度鉄筋，柱梁接合部，十字形 

 

1. はじめに 

筆者らは超高層鉄筋コンクリート造建築物の設計施工

システムの研究開発を行っており，さらなる高層化およ

び居住空間の拡大等を目指し，より高強度材料の適用性

について検討している。その一環として，Fc200N/mm2

レベルのコンクリートを用いた柱については竹中ら 1)が

報告した。 

コンクリートと鉄筋が高強度になるに従い，それらを

用いた柱および梁部材の強度，剛性および履歴性状の評

価に既往の評価式が適用できなくなる可能性がある。本

報では，超高強度コンクリートと高強度鉄筋を用いた柱

および梁部材からなる架構の復元力特性を把握する目的

で行った柱梁部分架構の実験を基に，架構の復元力特性

について検討した結果を報告する。 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

実験に供した試験体の概要，諸元および材料特性を図

－1，表－1，表－2(a),(b)に示す。試験体はアウトフレ

ームの中柱を対象とした片側直交梁付十字形試験体

HRPC28,29 と，隅柱を対象とした片側直交梁付ト形試験

体 HRPC-T6 の計 3 体であり，縮尺を約 1/2 とした。コン

クリート強度として，HRPC28 と HRPC-T6 の柱に Fc150，

梁に Fc60，HRPC29 の柱に Fc200，梁に Fc100 を用いた。

*1 戸田建設（株） 技術研究所 工修 (正会員) 

*2 戸田建設（株） 構造設計部 工修 (正会員) 

図－1 試験体概要図 

表－1 試験体諸元 

試験体 HRPC28 
十字形 

HRPC29 
十字形 

HRPC-T6 
ト形 

梁 

主筋(Pt %) 
D19(SD590) 

上 1.99 
下 2.21 

上 2.64 
下 2.91 

上 1.99 
下 2.21 

Str 筋(pw %) 
D6(USD685) 

4-D6@45 
0.94 

4-D6@65 
0.65 

柱 

主筋(Pg %) 
D19(USD685) 2.54 3.81 

Hoop 筋(pw %) 
U6.4(ウルボン 1275) 

4-U6.4@50 
0.61 

接合部 Hoop 筋(pjw %) 
U6.4(ウルボン 1275) 

4-U6.4×3 
0.38 0.41 0.38 

直交梁 主筋(Pt %) 
D19(SD590) 

上 1.49 
下 1.35 

軸力(kN) -2112 -2845 2503 
接合部のせん断余裕度※1 

(せん断強度/設計用せん断力) 1.82 1.75 2.61 

接合部付着余裕度※1,4 
(付着強度/設計用付着応力度) 1.51 1.87 - 

柱・梁耐力比※2 
(柱曲げ/梁曲げ) 

上 2.73 2.54 2.96 
下 3.29 

梁せん断余裕度 
(梁せん断※3/梁曲げ※2) 

上 1.66 1.31 1.20 
下 1.84 1.45 1.34 

※1:靱性指針 ※2:保有耐力と変形性能(1990)※3:終局指針

による計算値※4:τu=0.7(1+σ0/σB)σB
2/3※1 
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全試験体とも柱主筋にSD685，梁主筋にSD590を用いた。

HRPC28,29では柱梁接合部内において有機グラウト継手

を用いて梁主筋を接合し，HRPC-T6 では梁主筋端部に機

械式定着具を用いて定着長さ約 18d，4/5・D（d：鉄筋の

呼び名の径，D：柱せい）とした機械式定着とした。

HRPC29 の柱コンクリートには直径 0.16mm，長さ 13mm

の鋼繊維を 0.75vol%混入した。靱性保証型耐震設計指針

2)（靱性指針），建築耐震設計における保有耐力と変形性

能（1990）3)（保有耐力と変形性能(1990)）及び終局強度

型耐震設計指針 4)（終局指針）を高強度材料にも適用し

て設計した。各余裕度を比較すると，HRPC28 では接合

部付着余裕度が 1.51，HRPC29,T6 では梁せん断余裕度が

1.31，1.20 と最も小さい。 

2.2 実験装置及び加力スケジュール 

加力スケジュールを図－2 に示す。試験体の柱脚をピ

ン支持，梁の支点をピン・ローラー支持とし，柱に一定

軸力を作用させた状態で柱頭に正負繰り返し漸増加力を

行った。軸応力度として HRPC28,29 試験体では加力装置

の制限により柱コンクリート圧縮強度 CσBの 0.07 倍の一

定圧縮応力度，隅柱を対象とした HRPC-T6 試験体では

レベル２地震時引張軸力に相当する柱主筋降伏強度 Sσy

の 0.5 倍の一定引張応力度を作用させた。 

 

3. 実験経過 

3.1 実験経過および荷重－変形角関係 

各試験体の水平荷重 Q – 層間変形角 R 関係および

R=1/50rad.時のひびわれ状況図を図－3 に示す。Q - R 関

係には，梁曲げ終局強度の計算値を P-δ効果を考慮した

柱水平荷重に換算して併記した。 
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図－３ 水平荷重 Q – 層間変形角 R関係および 1/50rad.時ひび割れ状況図 

表－2 材料特性 

(a)鋼材 

鉄筋 
(材料種別) 

弾性係数×105 
(N/mm2) 

降伏強度 
(N/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

D19 (SD590) 1.93 662 835 
D19 (USD685) 1.90 728 914 
D6 (USD685) 1.83 718※1 929 
U6.4 (SBPD1275) 1.72 1191 1288 
D19 カプラ 2.03※2 1022※3 1348※3 
※1：0.2%オフセット ※2：継手中央部直径-ネジ谷部から

断面積を算出(364.0cm2）※3：工場出荷検査値 

(b)コンクリート 

コンクリート 弾性係数×105 
(N /mm2) 

圧縮強度 
(N/mm2) 

割裂強度 
(N/mm2) 

HRPC28 柱 0.486 167※ 5.56 
梁 0.366 71.2 4.49 

HRPC29 柱 0.538 229※ 8.01 
梁 0.432 107 4.77 

HRPC-T6 柱 0.493 169※ 7.08 
梁 0.362 73.4 4.78 

※コア強度 
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十字形

①1/1000
②1/400
③1/200

④1/100
⑤1/75
⑥1/50

⑦1/25
⑧1/20

ト字形

①'1/800
②'1/400
③'1/300

④'1/150
⑤'1/300
⑥'1/150

⑦'1/100
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図－2 加力スケジュール 

ひび割れ発生点 最大耐力 主筋降伏 梁端圧壊 Q-δ効果 梁曲げ終局強度
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HRPC28,29,T6 試験体は同様の損傷状況を示した。梁曲

げひびわれは 1/800rad.，梁曲げせん断ひび割れがそれぞ

れ 1/400rad.，1/400rad.，1/300rad.で発生した。接合部隅

部に軽微な水平方向ひび割れと縦ひび割れが 1/200rad.，

1/200rad.，1/300rad.で発生した。梁曲げひび割れ本数の

増加はそれぞれ 1/200rad.，1/100rad.，1/150rad.までであ

った。柱面位置での梁一段筋降伏および梁端部上面圧壊

は同時でそれぞれ 1/75rad.，1/75rad.，1/50rad.に生じた。

梁二段筋の降伏は全試験体とも 1/50rad.に生じた。

1/100rad.終了時での梁接合部位置の残留ひび割れ幅はそ

れぞれ約 0.15mm，0.11mm，0.27mm，梁曲げひび割れ幅

は 0.10mm，0.15mm，0.3mm，梁せん断ひび割れ幅は全

試験体とも 0.05mm であった。全試験体とも梁曲げ降伏

破壊によりメカニズムを形成した。 

HRPC28,29 の Q - R 関係は，最大耐力以降も急激な耐

力低下を起こさず，1/20rad.の大変形に至るまで耐力低下

の少ない靱性に富む紡錘形の安定した履歴性状を示した。

最大耐力（正 609,770kN，負 593,751kN）に対する 1/20rad.

の最終変形角時の耐力（正 533,624kN，負 541,646kN）の

比は，それぞれ正方向加力時で 0.88,0.81，負方向加力時

で 0.91,0.86 であった。HRPC-T6 は 1/20rad.の最終変形角

に至るまで耐力が上昇する安定した履歴性状であったが，

十字形試験体に比べて狭小な履歴ループを示した。これ

は一定引張軸力が作用していることによる。小変形時に

は柱の軸引張ひび割れが閉じないために曲げ剛性が低下

すること，引張軸力の P-δ効果により変形に比例した力

が水平荷重に付加されるために，大変形時ほど付加力が

大きくなることなどが履歴ループの形状を狭小にする原

因と考えられる。 

3.2 諸強度 

諸強度に関する実験値と計算値の比較を表－3 に示す。

最大耐力の計算値については，梁曲げ終局強度を柱頭水

平荷重に換算した値を記した。ただし P-δ効果は加算し

ていない。全試験体とも，ひび割れ強度，梁主筋の曲げ

降伏耐力および梁端部コンクリートの圧壊時強度につい

ては実験値と計算値がほぼ一致した。最大耐力について

は，HRPC28,29 ではほぼ一致したが，HRPC-T6 では実験

値は計算値を正負平均で約 53%上回った。最終変形角

1/20rad.での P-δ効果による荷重増加分は 150kN であり，

梁曲げ耐力計算値からの上昇分とほぼ等しい事から，実

験値の上昇分は P-δ効果による影響であると考えられる。 

 

4. 実験結果の検討 

4.1 層間変形の各部材への変形成分の分離 

層間変形 δを梁変形 δB，接合部変形 δJ，柱変形 δCに分

離した。δB及び δJの算出の際は図－5 内の接合部内イン

サート４点での計測値及び δB,δJ,δC 式を用いて算出した。 

分離した各試験体の正側ピーク時の各部材の変形成分

比率の推移を図－6 に示す。HRPC28 は梁の変形が 80～

90%程度で推移し，接合部隅部に軽微な水平ひび割れが

発生した 1/200rad.以降接合部変形が 4％から 7％に増大

し，1/75rad.以降に 10%程度に増大した。柱変形は 2～3%

程度であった。一方 HRPC29,T6 では梁の変形が小変形時

では 70%,80%程度であり，変形が増大するに従い 90%程

度まで増加している。また接合部変形は接合部内ひび割

れ発生時期に関わらず 1/20rad.に至るまで 5%，9%程度で
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図－5 接合部変形角の算出，層間変形成分の分離方法 
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表-3 実験値と計算値の諸強度比較 
試験体 HRPC28 HRPC29 HRPC-T6 

ひび割れ※1,3 

kN 梁曲げ 
65 

(49) 
[1.33] 

55 
(60) 

[0.92] 

47 
(50) 

[0.94] 

梁
主
筋
降
伏
時
強
度 

上端※2,3 

kN 

一段筋 
正加力 

317 
(285) 
[1.11] 

391 
(346) 
[1.13] 

305 
(286) 
[1.07] 

二段筋 
正加力 

338 
(314) 
[1.08] 

393 
(388) 
[1.01] 

336 
(315) 
[1.07] 

下端※2,3 
kN 

二段筋 
負加力 

306 
(285) 
[1.07] 

375 
(352) 
[1.07] 

305 
(286) 
[1.07] 

一段筋 
負加力 

288 
(270) 
[1.07] 

371 
(321) 
[1.16] 

285 
(267) 
[1.07] 

梁端圧壊※2,3 
kN 

上端 
負加力 

294 
(295) 
[1.00] 

371 
(376) 
[0.99] 

306 
(295) 
[1.04] 

下端 
正加力 

336 
(321) 
[1.05] 

417 
(411) 
[1.01] 

336 
(323) 
[1.04] 

最大耐力※1,4 
kN 

正加
609 

(594) 
[1.03] 

770 
(741) 
[1.04] 

456 
(312) 
[1.46] 

負加
593 

(594) 
[1.00] 

751 
(741) 
[1.01] 

448 
(281) 
[1.59] 

( )なしは実験値，( )内は計算値，[ ]内は実験値/計算値 
※1:靱性指針より算出※2:断面分割法より算出。コアコ

ンクリートを NewRC5)で提案されたコンファインドコン

クリートとした。※3:梁のせん断力※4:柱頭水平荷重 
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推移している。1/100rad.以下で HRPC28 の梁の変形成分

が HRPC29 よりも大きいのは，柱・梁曲げ余裕度及び接

合部のせん断余裕度が HRPC28 の方が高く，剛性が高い

ため，変形が梁に集中したものと考えられる。また

HRPC28 よりも接合部せん断余裕度が小さい HRPC29 の

方が接合部変形割合が小さいのは，HRPC29 の接合部に

混入した鋼繊維が変形を抑制したためと考えられる。

HRPC-T6 では一定引張軸力により柱の剛性が低下した

ことにより，柱の変形成分が増大したと考えられる。 

4.2 接合部の性状 

(1) 接合部のせん断性状 

接合部の終局限界状態設計用せん断力 Vj に対する実

験の最大せん断力 eVj の割合を表－4 に示す。Vj は接合

部の体積を靱性指針に則り算出した。ただし梁の応力中

心間距離 jb は最外鉄筋間隔とした。これは丸田ら 6)によ

り，梁主筋が多段配筋となった場合，靱性指針の jbでは，

接合部の jbは小さくなり，過大なせん断応力度が得られ，

上下一段筋の実験結果と同一のせん断応力度評価が出来

ない等の知見が得られているためである。全試験体とも

接合部せん断力の実験値は計算値の1.08倍程度であった。 

各試験体について，柱梁接合部内の中央部のせん断補

強筋歪度 ε - 層間変形角 R 関係を図－7 に示す。全ての

試験体で接合部内せん断補強筋歪度は弾性範囲の挙動を

示した。最終変形角 1/20rad.においても直交梁無側の接

合部面に数本のせん断ひび割れは発生したが，圧壊は生

じない程度の損傷であった。せん断補強筋の歪度は，せ

ん断余裕度の大小と適合しておらず，せん断余裕度の大

きい HRPC28 のほうが HRPC29 よりもせん断補強筋歪度

が大きかった。これは HRPC29 の接合部に混入した鋼繊

維が変形を抑制したためと考えられる。また，HRPC28

の接合部内せん断補強筋の歪度は 1/25rad.に至るまでは

直交梁有側の歪度は無側に比べて小さく直交梁の拘束効

果に差異が見られたが，R=1/20rad.においては直交梁有

側の歪度が大きくなっており，直交梁の拘束効果が低下

したものと考えられる。接合部せん断余裕度を1.8程度，

接合部せん断補強筋量 Pjwを 0.4%程度とすることにより，

1/20rad.の大変形においても接合部内せん断補強筋の歪

度を降伏歪度の半分程度に抑制できた。 

(2) 接合部内梁主筋の付着応力度及び応力分布 

HRPC28,29 について設計用付着応力度 τjに対する実験

の最大付着応力度 eτj の割合及び梁上端一段筋応力σ-歪

度ε関係の一例を表－4，図－8に示す。実験の付着応力

度は Ramberg - Osgood モデル 7)を用いて主筋歪度を応力

度に換算して求めた。HRPC28,29 とも付着応力度の実験

値は計算値の 1.11 程度であった。これは図－8 より鉄筋

の歪硬化により実験値が少し大きくなったためである。 

HRPC28,29の梁上端一段筋の接合部内平均付着応力度

τ - 層間変形角 R関係及び設計用付着応力度 τjを図－9に

示す。R=1/20rad.のサイクルにおいても HRPC29 の接合

部内梁主筋の付着応力度は最大応力を保っていることか

ら，付着定着性状は良好であると判断できる。HRPC28

は正側では設計用付着応力度に達していないが，これは

圧縮降伏と引張降伏が同時に生じていなかったためであ

る。また，R=1/25rad.サイクル以降に多少の付着劣化が

見られるが，1/20rad.でも急激な付着応力度の低下は見ら

表-4 柱梁接合部のせん断力及び付着応力度 

試験体 HRPC28 HRPC29 HRPC-T6 
実験の最大せん断力 eVj 

(設計用せん断力 Vj) 

[eVj / Vj] 

2184 
(2059) 
[1.06] 

2891 
(2670) 
[1.08] 

1107 
(1015) 
[1.09] 

実験の最大付着応力度 eτj 
(設計用付着応力度 τj) 

[eτj / τj] 

16.4 
(14.9) 
[1.10] 

16.7 
(14.9) 
[1.12] 

- 

( )は靱性指針による計算値。V は(kN)，τは(N/mm2)。 

eVj , Vj =T+T’-Vc = Mb/jb+Mb’/jb’-Vc , 
eτj=(sσleft-sσright)･Ab/(Bφ･lm) , τj=(1+γj)σyu･db/(4･D) 
ここで Mb，Mb’:左右の梁端曲げモーメント, jb , jb’:梁の

最外鉄筋間隔, Vc:柱せん断力, Sσ:梁主筋応力度, Ah:主筋

断面積, Bφ:主筋円周, lm:主筋ひずみ計測間隔, γj:複筋比, 
σyu:主筋の上限強度算定用強度, db:主筋径, D:柱せい 
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図－7 接合部内せん断補強筋のε-R 関係 図－8 梁上一段筋σ-ε関係一例    図－9 接合部内τ- R 関係  
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れない。柱梁接合部内で梁主筋に機械式継手を用いた本

試験体は優れた付着性能を有することが判明した。 

HRPC-T6 の主筋応力分布を図－10に示す。R=1/50rad.

以降において柱面位置では主筋降伏応力 Sσy に達してい

るのに対し，機械式定着部は約 0.5･Sσy程度であることか

ら，接合部内主筋の付着と機械式定着部の定着力がほぼ

同等に作用しているものと考えられる。端部に機械式定

着具を用い，定着長さ 18d，4/5･D としたト形接合部の機

械式定着は良好であることが判明した。 

4.3 梁の性状 

(1) 梁の荷重-変形関係（降伏変形の評価） 

高層 RC 建物の設計では層間変形角 R を 1/100rad.以下

にすることが多い。1/100rad.以上で降伏する高強度部材

においても，原点と降伏変形を結んだ割線剛性による剛

性低下率αy を用いることで設計上安全側の評価ができ

ると考えられるため，梁の降伏変形を用いたαyについて

検討を行った。引張主筋降伏時の梁部材角 Rby を算定す

る方法として，耐震性能評価指針（案）8)（性能評価指

針）には式(1)に示すように 4 つの変形成分の和として評

価する方法が示されている。寺嶋ら 9)により梁に Fc60，

梁主筋 USD685 を用いた場合でも，鉄筋コンクリート構

造計算規準にも記載されている菅野式 10)(2)よりも精度

良く実験結果を評価できることが示された。しかし，こ

の方法は平面保持を仮定した断面解析などを用いて梁危

険断面位置における引張主筋降伏時の曲率や中立軸位置

を求めなければならない。そこで，超高強度材料を用い

た本試験体に対して現在慣用的に用いられている菅野式

の適用性を検討した。その結果，菅野式内の一項を修正

することにより，適用性が向上することを示す。 

菅野式(2)は多数の実験結果を元に最小自乗法を用い

た多重回帰分析法によって実験式が提案されており，そ

の時の鉄筋降伏強度は 206～490N/mm2 であった。従って

修正案としては，菅野式(2)の鉄筋に関する第 2 項に，主

筋降伏強度の平均的な値である SD345 を主筋強度で除

した値を乗ずるものであり，修正案式を式(3)に示す。 

梁せん断力 Qb - 梁部材角 Rb関係の骨格曲線及び菅野

式(2)，修正案式(3)を用いて算出した包絡線を図－11に，

実験値と計算値の比較を図－12に示す。また，多段配筋

された試験体の実験値と計算値を比較するため，実験値

の梁曲げ降伏部材角 eRbyを，原点と一段筋降伏点を結び，

二段筋引張降伏強度に達した時の部材角とした。梁のひ

び割れ強度 GQC，第一剛性 KGは靱性指針により，梁曲げ

降伏強度 GMyは保有耐力と変形性能(1990)で算出した。 

bypjysyfyby RRRRR ,,,,
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33.0043.064.1043.0
D
d

D
apn oty

 (2) 

2
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d

D
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ここに Ry,f：弾性曲げ変形による部材角，Ry,s：せん断

変形による部材角，Ry,pj：接合部からの梁主筋の抜け出

しによる付加回転角，Ry,b：ひずみシフトによる付加回転

角，αy：矩形断面の柱・梁の降伏時の剛性低下率，n：

鉄とコンクリートとのヤング係数比，pt：引張主筋比，a：

せん断スパン，D：断面の全せい（柱せい），η0：軸力比，

d：断面の有効せい（曲げ材の圧縮縁から引張鉄筋重心ま

での距離），Sσy：主筋降伏応力とする。 

全試験体とも，菅野式(2)による梁降伏時部材角の計算

値は実験値よりも 11％～44％程度小さくなっており，既

往の研究でも報告されている通り実験値を過小評価して

いる結果となっている。一方修正案式(3)による計算値は

菅野式(2)よりも実験値に近い値を示し，±25%以内の値

を示している。従って，菅野式(2)の中に降伏強度 Sσy を

加えた修正案式で概ね Qb - Rb 関係が評価することが可

能であると考えられる。他の試験体でも同様の傾向が示

せるか，引き続き検討が必要である。 

(2) 梁の履歴性状 

HRPC28,29 試験体について，設計時の解析に用いる復

元力特性について検討した。梁曲げ降伏以降の 1/50rad.

の定常ループを用いて，実験値から梁の武田モデル 11)

の除荷剛性パラメータ γ を同定した。梁の等価粘性減衰

定数 heq の実験値に対する解析値の比と除荷剛性パラメ

ータ γ の関係について図－13 に示す。解析では梁には

4.3(1)で前述した剛性及び強度，修正案式(3)による剛性

低下率 αy’を用いた。接合部にはバイリニア原点指向型モ

デルを用い，接合部せん断ひび割れ強度 τcr，初期剛性
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図－10 ト形試験体梁主筋応力分布          図－11 梁せん断力 Qb - 梁部材角 Rb関係 
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G1，第二剛性 G2は性能評価指針での計算値を用いた。 

梁の降伏後の履歴形状に武田モデルを用いる場合，

HRPC28 では γ=0.51，HRPC29 では γ=0.16 とすることに

より実験値と解析値がほぼ一致した。材料強度と引張鉄

筋比が大きくなるに従い，除荷剛性パラメータ γ は小さ

くなる傾向があることが判明した。 

上記の除荷剛性パラメータ γを 0.51，0.16 とした部材

角 R=1/50rad.までの梁荷重 Qb‐部材角 Rb 関係を図－14

に示す。梁の実験値と計算値の履歴ループは良く一致し

た。これらより，剛性低下率 αy に修正案式(3)を用い，梁

の武田モデルの除荷剛性パラメータ γ を適切に定めるこ

とにより，超高強度材料を用いた場合でも履歴ループを

設定できるものと考えられる。また，本実験では通常強

度材料を用いた設計の際に用いられる事が多い γ=0.5 で

は，等価粘性減衰定数 heq の解析値は実験値を過小評価

する傾向となり，安全側の評価となることが判明した。 

 

6. まとめ 

超高強度材料を用いた柱梁部分架構の復元力特性の把

握を目的として，柱に FC=200,150，梁に FC=100,60 の超

高強度コンクリート，柱主筋に D19（USD685），梁主筋

に D19（SD590）の高強度鉄筋を用いた柱梁部分架構実

験を 3 体行い，以下の知見を得た。 

(1) AIJ 靱性保証型耐震設計指針式の適用範囲外の高強

度材料を用いた柱梁接合部において，接合部のせん

断余裕度を 1.82 と 1.75 とした試験体は 1/20rad.の大

変形に至るまでせん断破壊せず，梁曲げ降伏型の靱

性に富む紡錘型履歴ループを示した。 

(2) 柱梁接合部内において，機械式継手を用いて通し配

筋された梁主筋，及び端部に機械式定着を用いて定

着長さ 18d，4/5･D を確保した付着定着性状は良好で

あることが判明した。 

(3) 引張主筋降伏時の梁部材角を算定する方法として菅

野式(2)に鉄筋強度を含めた修正案式(3)を示し，本試

験体の範囲内で概ね評価出来た。 

(4) 梁の履歴モデルに武田モデル，剛性低下率に修正案

式(3)を用いた復元力特性において，梁の武田モデル

の除荷剛性パラメータ γを 0.51，0.16 とすると超高強

度材料を用いた場合でも等価粘性減衰定数並びに履

歴ループの実験値と解析値がよく一致した。材料強

度と引張鉄筋比が大きくなるに従い，除荷剛性パラ

メータ γは小さくなる傾向があり，本実験では γ=0.5

を用いた場合の等価粘性減衰定数の解析値は実験値

を過小評価する安全側の評価となることが判明した。 
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図－12 Rbyの実験値と計算値の比較 図－13 γ - heq比較関係 図－14 解析と実験の Qb - Rb関係（1/50rad.まで）

-312-


